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 当事業所はご契約者に対して指定介護福祉施設サービスを提供します。事業者の概要

や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

 １．事 業 者 

（１） 法人名     社会福祉法人 めぐむ福祉会 

（２） 法人所在地   大阪市東住吉区今川 7 丁目 9 番 7 号 

（３） 電話番号    ０６－６７６９－１１５５ 

（４） 代表者氏名   理事長  岡田 智仁 

 

 ２．施設の概要 

（１） 事業所の種類  指定介護老人福祉施設 

            平成１２年４月１日大阪市指定 第 2770800247 号 

（２） 事業所名    特別養護老人ホーム くれない 

（３） 事業所所在地  大阪市東住吉区今川 7 丁目 9 番 7 号 

（４） 電話番号    ０６－６７６９－１１５５ 

（５） 事業所長名   施設長  小野 雅一 

（６） 運営方針  ･ ご契約者と職員相互が理解を深め、明るく豊な人間関               

            係を作る。 

          ･ 日常生活全般にわたって介護を必要とする方に利用し

てもらい、それぞれの方の身体面・精神面で最も適し

た介護を提供します。 

          ･ 職員全てが社会福祉従事者としての自覚と誇りをもっ

て知識及び技術の向上に努めます。 

          ･ 介護問題の相談援助を行い、地域における高齢者サー

ビスの拠点施設となります。  

（７） 入所定員    ８２人 

 

 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（大阪市指定 第 2770800247 号） 



 ３．居室の概要 

    当事業所では以下の居室・設備を用意しています。原則として４人部屋ですが、 

    個室・２人部屋の利用希望の場合は、その旨お申し出下さい。 

    （＊但し、ご契約者の心身の状況・居室の空き状況や現在入所されているご契

約者の経過処置によりご希望に沿えない場合もあります。） 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

    居室の変更…ご契約者の心身の状況により居室の変更を行う場合やご契約者 

からの変更希望は、職員間で協議のうえ決定します。 

 

 ４．職員の配置状況・職務内容 

職 種 指定基準 実配置数 職 種 指定基準 実配置数 

施 設 長 １名 １名 医 師 1 名 １名 

生活相談員 １名 １名 管理栄養士 1 名 １名 

介 護 職 員 ２８名 ３０名 介護支援専門員 1 名 １名 

看 護 職 員 ３名 ３名    

 

施設長 

施設の職員の管理及び業務実施状況の把握その他の管理を一元的に行います。 

医師 

  利用者の健康管理を行うとともに必要に応じ利用者の診療を行います。 

生活相談員 

利用者及び家族の必要な相談に応じ、適切なサービスが提供されるよう施設内の

サービスの調整、他機関との連携を行います。 

看護職員 

健康チェック等を行うことにより利用者の健康状態を的確に把握するとともに

利用者がサービスを利用するために必要な処置を行います。 

介護職員 

施設サービスの提供にあたり利用者の心身の状況等を的確に把握し、利用者に

居室種類 室 数 備  考 

個室 10 室  

２人部屋 ４室  

４人部屋 16 室  

食堂 3 室 各フロアー 

浴室 2 室 一般浴室・リフト浴・特殊浴 

医務室 1 室 併設の｢くれない診療所｣ 

機能訓練室 1 室 ２F 



対して適切な介護を行います。 

管理栄養士 

栄養並びに利用者の身体の状況及び嗜好並びに適時適温を考慮した食事の提供

を行います。 

介護支援専門員 

施設サービス計画の作成に関する業務を担当します。 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

（１） 食事 

    管理栄養士（栄養士）の立てる献立表により、栄養ならびにご契約者の 

    身体の状況を考慮した食事を提供します。原則として食堂にて食事をし 

て頂きます。 

 朝食８時より  昼食１２時より  夕食１７時４５分より 

 

（２） 入浴 

 入浴または清拭を週２回行います。 （ご契約者の心身の状況により 

入浴方法の変更及び中止にする事があります。） 

 

（３） 排泄 

    排泄の自立を促す為、ご契約者の身体能力を最大限活用した援助を行

います。 

 

（４） 健康管理 

    医師や看護職員が健康管理を行い、年２回健康診断を実施します。 

 

（５） 機能訓練 

    心身の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の回復又はその

減退を防止するための訓練を行います。 

 

（６） その他 

    寝たきり防止の為、出来る限り離床に配慮します。 

    生活リズムを考え、毎朝晩の着替えを行うよう配慮します。 

    清潔で快適な生活が送れるよう援助します。 

 

 

 



（７） 介護福祉施設サービス費利用料金（１日あたり） 

 

 

 

 

    ※上記利用料１割負担の場合です。 

 

（８） 居住費（滞在費）及び食費の基準費用額及び負担限度額 

居住費（滞在費） 1 日あたり 

負担限度額 第 1 段階 第 2 段階 第3段階① 第3段階② 第 4 段階 

多床室 0 円 430 円 430 円 430 円 915 円 

従来型個室 380 円 480 円 880 円 880 円 1,231 円 

 食費 1 日あたり 

負担限度額 第 1 段階 第 2 段階 第3段階① 第3段階② 第 4 段階 

 300 円 390 円 650 円 1,360 円 1,445 円 

 

※食費及び居住費は令和 8 年 8 月 1 日より以下の通り変更となる 

居住費（滞在費） 1 日あたり 

負担限度額 第 1 段階 第 2 段階 第3段階① 第3段階② 第 4 段階 

多床室 0 円 430 円 430 円 530 円 915 円 

従来型個室 380 円 480 円 880 円 980 円 1,231 円 

 食費 1 日あたり 

負担限度額 第 1 段階 第 2 段階 第3段階① 第3段階② 第 4 段階 

 300 円 390 円 680 円 1,420 円 1,545 円 

 

※ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の

全額をいったんお支払いいただき、要介護認定を受けた後、利用料を除く 

金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。 

要介護認定が変更になられた場合、変更された額に合わせてご契約者の負担

額を変更させていただきます。 

 

※サービス利用料金については、経済状況の著しい変化その他やむを得ない

事由がある場合、事業者は、契約者に対して、変更を行う日の１ヶ月前まで

に説明をした上で、当該サービス利用料金を相当な額に変更することが出来

ます。 

 

 

 

要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

単 位 数 589 単位 659 単位 732 単位 802 単位 871 単位 

料  金 6,314 円 7,064 円 7,847 円 8,597 円 9,337 円 

利 用 料 631 円 706 円 784 円 859 円 933 円 



（９） 入院・外泊等に係る取り扱いについては、下記の通りとします。 

   

 

 

 

契約猶予期間につきましても居室は他の利用者様に使用させていた頂くこ

ともあります。 

 

（１０） ご契約者が、入院又は外泊された場合にかかる「福祉施設外泊時費用」

は下記のとおりとします。（１日あたり） 

単 位 数 246 単位 

料   金 2,637 円 

利 用 料 263 円 

   入院外泊中についても居住費もかかります。 

 

（１１） 居室の明け渡し違反に対しての居室使用料 

    契約終了後、決められた期日までに居室を明け渡さない場合は、１日

につき 2,000 円を居室明け渡し日まで徴収させて頂きます。 

      

（１２） その他の加算料金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入院から３ヵ月 

（９０日）以内 
当事業所契約猶予期間扱いとします 

３ ヵ 月 以 降 
当事業所契約猶予期間終了につき契約解除

となります 

加算種類 
常勤医師 

配置加算 
初 期 加 算 

日常生活継続 

支 援 加 算 

看 護 体 制 

加 算 I 2 

療養食加算 

（ １ 回 ） 

安全対策体制 

（１回限り） 

単 位 数 25 単位 30 単位 36 単位 4 単位 6 単位 20 単位 

料 金 268 円 321 円 385 円 42 円 64 円 214 円 

利 用 料 26 円 32 円 38 円 4 円 6 円 21 円 

加算種類 
生産性向上推進 

体制加算Ⅱ(月 1 回) 

退所時栄養情報 

連携加算(入院時) 

退所時情報 

提供加算(入院時) 

単 位 数 10 単位 70 単位 250 単位 

料 金 107 円 750 円 2,680 円 

利 用 料 10 円 75 円 268 円 

介護職員等処遇改善加算(Ⅰイ) 

算定した単位数の 1,000 分 163 に相当する単位数 



 

 

 

 

※看取り介護加算 

入所者について看取り介護を行った場合にあっては、死亡日 30 日以上 45 日 

以下については 1 日につき 72 単位を、死亡日以前 4 日以上 30 日以下につい

ては 1 日につき 144 単位を、死亡日の前日及び前々日については 1 日につき 680

単位を、死亡日については 1 日につき 1,280 単位を死亡月に加算する。          

ただし、退所した日の翌日から死亡日までの間は、算定しない 

 

（１３） その他の料金 

   ・理容に係る費用         実費負担となります。 

   ・行事費                 原則は無料（但し、外出行事にての実費を負

担して頂くことがあります） 

   ・レクリエーション活動   原材料の実費を負担して頂くことがあります。 

・テレビ・ラジオ・スマートフォン等電気代 

  テレビ 50 円/日 ラジオ・スマートフォン等 30 円/日（持ち込み） 

 ※令和 7 年 4 月 1 日より テレビ 100 円/日 

 ラジオ・スマートフォン等 60 円/日に改定となります 

・特別な食事       実費（別途消費税が必要となります。） 

 

 ６．利用料金のお支払方法 

    前記５の料金 

    施設サービス利用料金及び施設利用費 

◎ 毎月のお支払いにつきましては、郵便局にて自動引き落としとさせ

ていただきます 

◎ 毎月２０日までに前月分の請求書をお送りいたします。 

（内容：サービス利用料金、施設利用費、その他実費負担分） 

◎ 引き落とし確認後翌月に請求書とともに領収書を郵送させていただ

きます。 

◎ 自動引き落としは毎月２７日に引き落としされます。 

 

７．協力医療機関 

   田 中 病 院  大阪府堺市美原区黒山 39－ 10  072（361）3555 

 （内科・外科・整形外科・形成外科・婦人科・循環器科） 

加算種類 看取り介護加算 

単 位 数 72 単位 144 単位 680 単位 1,280 単位 

料 金 771 円 1,543 円 7,289 円 13,721 円 

利 用 料 77 円 154 円 728 円 1,372 円 



かねむら歯科  大阪市生野区巽北２丁目 17 番 15 号   06（6752）8148 

 

 ８．事故発生時について 

    当事業所において事故発生時には、速やかに市町村（保険課）及びご家族に連

絡すると共に必要な措置を講じます。 

 

 ９．損害賠償について 

事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者はその損害を施

設賠償責任保険内で賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

    但し、その損害の発生について、ご契約者の故意・過失が認められる場合、ご

契約者間同士のトラブルによる損害、及び介護の拒否による損害、並びに流行

性の疾病の感染等については、損害賠償責任を減じることができるものとしま

す。 

 

１０．個人情報保護について 

事業所が保有する情報の滅失、漏洩、き損等を防ぎ、個人の人格尊重の理念

のもと個人情報の適正な取り扱いの確保を行うことにより、事業者として適

正かつ円滑な運営をはかりつつ、個人の権利利益を保護し社会的責任を果た

すものとする。 

 

 １１．緊急やむを得ず身体拘束等を行う際の手続き 

（１） 施設は,指定介護老人福祉施設サービスの提供に当たっては、当該入

所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為を行わな

い。 

（２） 施設は、前項の身体拘束等を行う場合には、次の手続きにより行う。 

①身体拘束廃止委員会を設置する。 

②身体拘束に関する説明書・経過観察記録に身体的拘束にかかる態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得なか

った理由を記録する。 

③入所者又は家族に説明し、その他方法が無かったのか改善方法を

検討する。 

 

１２．高齢者虐待防止 

（１） 施設は、利用者等の人権擁護・虐待の防止等のために、次に掲げると

おり必要な措置を講じます 



①施設における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができる）を定期的に開催すると

ともに、その結果について従業者に周知徹底を図ること。 

②施設における虐待防止のための指針を整備すること。 

③施設において、従業者に対し、虐待の防止のため研修を定期的に

実施すること 

④前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

⑤利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

⑥その他虐待防止のために必要な措置 

（２） 施設は、サービス提供中に、当該施設従業員又は養護者（利用者の家

族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者

を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。 

 

 １３．当事業所に関する相談・苦情について 

    当事業所におけるご相談・苦情は下記の窓口で受け付けています。 

     相談・苦情 受付窓口（１階事務所） 

       担当者 管 理 者  小野 雅一 

           生活相談員  北岡 翔平 

           ケアマネージャー   前田 一美 

       受付時間  毎週月曜日 ～ 金曜日 

             ９：００～１７：００ 

TEL 06-6769-1155 

 

 

行政機関その他苦情受付機関 

・ 大阪市福祉局 

高齢者施策部介護保険課指定指導グループ 

０６（６２４１）６３１０ 

・ 大阪府国民健康保険団体連合会 

介護保険課 

０６（６９４９）５４１８ 

・ 大阪市東住吉保健福祉センター 

地域保険福祉課介護保険係 

０６（４３９９）９８５９ 

 

・ 大阪市   保健福祉センター 

地域保険福祉課介護保険係 

０６（    ）     



 

 

１４．利用に当たっての留意事項について 

当施設ご利用の際に留意いただく事項 

     ①共同生活の秩序を保ち、親睦に努めてください。 

     ②外出や外泊の際には、必ず行き先や同伴者等を外出・外泊届け用紙にご記

入の上職員に提出してください。またご本人の心身の状況については、必

ず介護、看護職員からご確認下さい。 

     ③施設内は禁煙のため決められた場所で喫煙してください。 

     ④飲食物を無断で持ち込まないで下さい。 

 

１５．非常災害対策 

（１）施設は、防火管理者あるいは防火管理についての責任者を定め、非常災

害に関する消防計画、風水害、地震等の災害に対処するための計画を作

成し、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを

定期的に従業者に周知するとともに、年 1回定期的に避難、救出その他

必要な訓練を行うものとする。 

（２）施設は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得ら

れるよう連携に努めるものとする。 

 

１６．福祉サービス第三者評価 

当施設では福祉サービス第三者評価を受審しておりませんが、福祉サービスの

向上に努めております。 

 

１７．業務継続計画の策定等 

（１） 施設は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定介

護老人福祉施設サービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時

の体制で早期の業務再開を図るための計画(以下「業務継続計画」とい

う。)を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとす

る。 

（２）施設は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要

な研修及び訓練を定期的に実施するものとする。 

（３）施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続

計画の変更を行うものとする。 

 

 

 

 

 



同 意 書 
 

令和  年  月  日 

 

 

 

指定介護老人福祉施設サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を

行いました。 

 

 

 

   特別養護老人ホーム くれない 

 

 

   説明者名         

 

 

 

私は、本書面に基き事業者から重要事項の説明を受け、指定介護老人福祉施設サービス

の提供開始に同意しました。 

 

 

 

契約者名                       

（利用者名） 

 

 

   申 出 者                       

  （立会人名） 


